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平成 25年 3月 28 日

平成２５年第 1回定例会 討論

都議会自民党 吉住健一

都議会自由民主党を代表し、本定例会に付託された議案中、第１号議案、平成２５

年度東京都一般会計予算のほか、知事提案の全ての議案に賛成する立場から討論を行

います。

本定例会は、猪瀬知事が召集する初めての議会であり、二元代表制である我々都議

会と知事とが、山積する都政の重要課題の解決に向けた建設的な議論をしっかりと戦

わすことができた、大変意義深いものとなりました。

平成２５年度予算案は、都民生活の安全・安心を守る施策や首都東京の活力と魅力

を高める施策が盛り込まれており、都民の負託に応えるものとなっています。

都税収入の増を活用して、投資的経費を９年連続で伸ばすなど、施策の充実を図る

とともに、中長期的な視点に立って都債発行を抑制するなど、財政基盤の強化が図ら

れており、堅実な財政運営に徹する姿勢は評価するものです。

それでは、本予算案の各分野の重要事項について申し上げます。

まず、都税収入について申し上げます。

２５年度の都税収入は４兆 2,804 億円と、前年度から 3.9％の増となっています。税

収が増加に転じたのは喜ばしいことですが、都税収入は景気変動の影響がダイレクト

に及ぶことから、徴収率の向上をはじめ税収確保の取組を地道に積み重ねていく必要

があります。また、法人事業税の暫定措置については、平成２６年度税制改正での確

実な撤廃に向けて、都と都議会が一致団結し、行動していかなければならないことを

申し上げておきます。

次に、歳出について申し上げます。

まず、都民生活の安全・安心の確保の取組について申し上げます。

木造住宅密集地域の不燃化・耐震化では、不燃化特区制度の実施や特定整備路線の

整備など、命を守るためのまちづくりを力強く推進しています。また、東京防災隣組

の普及・拡大や消防団活動の充実など、自助・共助による命をつなぐ取組を強化して

います。

「都民目線に立った、地に足のついた防災」の実現に向けて、それぞれの施策を確

実に実行していただきたいと思います。

都民福祉の向上については、これまで我が党が推進してきた認証保育所の設置を促

進するほか、小規模保育の整備を促進する区市町村への支援を新たに開始するとのこ
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とであります。

待機児童の解消には、認可保育所はもとより、大都市の特性や多様な保育ニーズに

対応できる認証保育所や家庭的保育など、様々な手法により総合的に取り組むことが

重要です。我が党も、引き続き東京の子育て環境の改善・充実に全力を注いでまいり

ます。

また、高齢者の孤立を防ぐ見守りネットワークの構築や認知症対策、障害者の日常

生活を支援する取組などを推進しています。誰もが住み慣れた地域で安心して生活で

きるよう、着実な実施を求めるものです。

次に、産業の振興について申し上げます。

足元の景気には明るさが見えるものの、都内の中小企業を取り巻く環境は、中小企

業金融円滑化法の終了もあり、依然厳しいものがあります。

こうした中、本予算案には、専門家による経営改善計画の策定サポートや新たな制

度融資メニューの追加などが盛り込まれています。経営と金融の両面からの総合的な

取組により、都内中小企業の支援に万全を期していだだきたいと思います。

また、我が党の要望を受け、本予算案において「新・元気を出せ！商店街事業」を

はじめとする商店街振興施策の充実が図られたことは高く評価するものです。

雇用就業対策では、若年者や障害者の雇用対策、高齢者や女性などの就業ニーズに

応じた支援を充実させています。雇用環境の改善に努め、東京の活力の創出に結び付

けていただきたいと思います。

次に、まちづくりについて申し上げます。

都民の利便性の向上のみならず、産業の活性化や国際競争力の強化にも繋がる都市

基盤の整備と更新は着実に進めなければなりません。本予算案では、区部環状・多摩

南北方向道路などの骨格幹線道路の整備をはじめとする、投資効果の高い事業に財源

を重点的に配分しており、景気対策の観点からも評価できるものです。国は緊急経済

対策により、公共事業の戦略的かつ積極的な推進を柱の一つとして経済の再生を図る

こととしていますが、都においても、国と歩調を合わせて取り組んでいくことが重要

です。

次に教育・スポーツの振興について申し上げます。

学校現場は、いじめや不登校など多くの問題を抱えています。本予算案では、中学

入学当初の時期における生徒の学校不適応、いわゆる中一ギャップに対して、都はこ

れまで大きな効果をあげている、都独自の教員加配を拡充することとしています。

また、我が党が主張してきた、児童・生徒の心のケアに当たるスクールカウンセラー

の全校配置が盛り込まれました。児童・生徒の様々な問題への対応に、スクールカウ

ンセラーの高い専門性を有効に活用していただきたいと思います。

オリンピック・パラリンピック招致についてでありますが、先のＩＯＣ評価委員会
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の視察では、おもてなしの心を全面に出して歓迎ムードを創出するとともに、開催計

画の優位性や運営能力の高さ、招致に対する我が国の熱意をしっかりとアピールする

など、まさに国を挙げての素晴らしい対応でありました。しかし、招致レースはこれ

から正念場です。ここで気を緩めることなく、９月の開催都市決定に向けて総力を結

集し、戦略的なプロモーション活動を展開していただきたいと思います。

都民・国民に元気と夢と希望を与えるとともに震災からの復興のシンボルともなる

東京招致を勝ち取るため、我が党も全力を尽くして戦う決意であります。

以上、平成２５年度予算案に関連して申し上げましたが、最後に議員提出議案第６

号東京都がん対策推進条例について一言申し上げます

昨年、民主党から提出されたがん対策推進条例を、がん対策を取り巻く法規範や取

組を無視した条例の制定は、現場に無用の混乱を生じさせるとして否決をいたしまし

た。今回、若干の修正をされた条例案が、再び提出をされました。

民主党は、議員提出条例を制定しなければ、地方議会の役割を果たさないと主張し

ますが、提案はすれば良いという訳ではありません。新たな条例を作るということは、

既存の施策の不備を補い、方針の修正を図る必要があるなど、真に必要な時に行うべ

きだと考えます。

しかるに、今回の条例案は、現在策定中の東京都がん対策推進計画にその内容のほ

とんどが包含され、計画に対し有意な差異はなく、条例を新たに定める必要性が見受

けられません。

我が党は、厚生委員会において、条例の性格、目的、必要性の基本的な三点につい

て質しましたが、民主党は、条例の性格を執行条例と言いながら、必要な予算措置が

なされていないことについて、曖昧模糊とした答弁に終始し、合理的な説明がなされ

ませんでした。

また、条例議決後は執行機関に送付することとなりますが、最低限必要な施行規則

の概略だけでも示すように再三求めましたが、未だに示されておりません。議案を提

出しておきながら、施行規則の制定を執行機関側に丸投げしており、条例が有効に機

能するかどうかの判断が困難であります。

さらには、条例案第９条第２号中には、「東京都がん診療連携拠点病院」なる記述が

ありますが、国の定める指針では、このような名称は用いられておらず、当該部分は

無効の恐れがあります。

こうしたことから、我が党としては、今回の条例案は、意義や正確性において、多

くの課題があると考える一方で、議員提出条例としての崇高性、委員会中心主義の都

議会慣例、また、他会派の意向についても尊重し、継続審議が妥当であるとしました。

なお、厚生委員会の質疑の中で、当初は条例の修正に応ずるような答弁を行ってい
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ましたが、最後は、条例には全く問題がないと、開き直りともとれる発言がありまし

た。こうした不誠実で、不適切な対応は、答弁の信憑性を損ない、議会秩序を乱し、

更には、条例を提案する議員及び会派として調査や準備に少なからず問題があると思

われます。従って、今後再び条例提案する用意があるなら、まず議会を納得させるだ

けの理論構築をしたうえで、広く都民に理解されるよう努力すべきであります。今回

の答弁に窮するような条例提案には、猛省を促すとともにこのような行為に断固抗議

いたします。

結びに、東日本大震災から３年目を迎え、都議会自由民主党は、責任政党として、

高度防災都市東京の実現、都民一人ひとりが安心と豊かさを実感できる暮らしの実現

をするべく、都政運営に邁進してまいる所存でありますことを申し上げ、討論を終わ

ります。


